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（証券コード 6929）
平成24年３月13日

株 主 各 位
鳥取県鳥取市広岡176番地17

代表取締役社長兼会長 谷 口 義 晴

第37期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第37期定時株主総会を下記のとおり開催致しま

すので、ご出席下さいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を

行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会
参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご表示いただき、平成24年３月28日（水曜日）午
後３時までに到着するようご返送下さいますようお願い申し
上げます。

敬 具
記

１．日 時 平成24年３月29（木曜日）午前10時
２．場 所 鳥取県鳥取市若葉台南７丁目１番１号

地方独立行政法人 鳥取県産業技術センター
企画管理棟３階大会議室
（会場が昨年と異なっておりますので、ご来
場の際には、末尾の会場ご案内図をご参照
頂きますようお願い申し上げます。）

３．目的事項
報告事項 １．第37期（平成23年１月１日から平成23

年12月31日まで）事業報告の内容、連結
計算書類の内容並びに会計監査人及び監
査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第37期（平成23年１月１日から平成23
年12月31日まで）計算書類の内容報告の
件

決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役５名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支

給の件
第５号議案 取締役に対するストックオプションとし

ての報酬額及び内容に関する承認の件
以 上

１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を
軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍

会場受付にご提出下さいますようお願い申し上げます。
２．招集通知に添付すべき事業報告、連結計算書類、計算書類、会計監査

報告書及び監査報告は別添の「第37期 年次報告書」の通りであり
ます。

３．添付書類及び株主総会参考書類に修正をすべき事情が生じた
場 合 は、イン タ ー ネ ット 上 の 当 社 ウ ェブ サ イト
（http://www.nicera.co.jp/）において、修正後の事項を掲載
させていただきます。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 定款一部変更の件

１．提案の理由

会計監査人が職務の遂行にあたり適正な役割を十分に発

揮できるように、会社法第427条に定める会計監査人の責

任をあらかじめ限定する契約を締結する事が出来る旨の定

款第43条（会計監査人との責任限定契約）の規定を新設す

るものです。

２．定款変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

変 更 後現 行 定 款

（会計監査人との責任限定契約）
第43条 当会社は、会社法第427条第
１項の規定により、会計監査人との間
に、同法第423条第１項の賠償責任に
ついて、善意かつ重大な過失がない場
合には賠償責任を法令が定める限度額
までとする契約を締結することができ
る。

第44条～第48条（現行どおり）

（新設）

第43条～第47条（条文省略）
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所有する当社
株式の数

略歴、重要な兼職の状況ならびに当社に
おける地位および担当

氏 名
（生年月日）

候補者
番 号

4,571,983株

昭和50年６月 当社設立
代表取締役社長（現任）

平成14年４月 当社執行役員兼務(現任)
平成18年３月 当社取締役会長兼務

（現任）

（重要な兼職の状況）
日セラ興産株式会社 代表取締役社長
昆山日セラ電子器材有限公司 董事長
上海日セラ磁性器材有限公司 董事長
日セラ三和電器（蘇州）有限公司 董事長

谷口義晴
たにぐちよしはる

（昭和11年11月３日生）１

429,025株

平成８年７月 当社入社
平成14年３月 当社取締役
平成14年４月 当社執行役員兼務(現任)
平成15年１月 上海日セラセンサ有限公司

担当（現任）
上海日セラセンサ有限公司
総経理(現任)

平成17年１月 当社関係会社管理室担当兼
務（現任）

平成18年３月 当社専務取締役（現任）
平成21年３月 当社代表取締役（現任）
平成22年10月 当社セラミック素材部担当

兼務（現任）
平成23年４月 当社統括総務部担当兼務

（現任）
当社内部監査室担当兼務
（現任）

平成24年２月 当社経営企画室担当兼務
（現任）

（重要な兼職の状況）
上海日セラセンサ有限公司 総経理

谷口真一
たにぐちしんいち

（昭和48年２月26日生）２

4,000株

昭和61年８月 当社入社
平成12年１月 当社モジュール製造本部

役員代行、モジュール製造
本部長兼務

平成13年３月 当社取締役
平成14年４月 当社執行役員兼務(現任)
平成15年11月 当社生産事業統括担当（現

任）
平成21年７月 当社開発事業統括担当（現

任）
平成22年３月 当社常務取締役（現任）

広富一隆
ひろとみかずたか

（昭和32年４月24日生）３

第２号議案 取締役５名選任の件

取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了

となります。つきましては改めて取締役５名の選任をお願い

するものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。
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所有する当社
株式の数

略歴、重要な兼職の状況ならびに当社に
おける地位および担当

氏 名
（生年月日）

候補者
番 号

30,934株

昭和55年９月 当社入社
平成３年３月 当社取締役
平成８年12月 当社常務取締役
平成11年１月 当社取締役
平成14年４月 当社執行役員（現任）
平成18年１月 NICERAHONGKONGLTD.

総経理（現任）
NICERAHONGKONGLTD.
担当（現任）

平成19年１月 当社コーディネートグルー
プ担当兼務（現任）
コーディネートグループ長
担当兼務（現任）

平成21年７月 当社フェライトコア極東販
売グループ担当兼務（現任）

平成22年３月 当社取締役（現任）
ＥＶ営業部担当兼務（現任）

平成23年10月 NICERAAMERICACORP.
代表取締役（現任）
NICERAAMERICACORP
担当兼務（現任）

平成23年11月 NICERAEUROPEANWORKSLTD.
代表取締役（現任）
NICERAEUROPEANWORKSLTD.
担当兼務（現任）

（重要な兼職の状況）
NICERAEUROPEANWORKSLTD. 代表取締役
NICERAHONGKONGLTD. 総経理
NICERAAMERICACORP. 代表取締役

中川健二
なかがわけん じ

（昭和30年５月27日生）４

－

平成３年11月 当社入社
平成14年12月 当社執行役員

当社超音波センサ事業
部担当兼務（現任）
NICERAPHILIPPINESINC.
担当

平成16年４月 NICERAPHILIPPINESINC.
代表取締役

平成20年３月 当社常務執行役員（現任）

谷田明彦
たに だ あきひこ

（昭和34年10月21日生）５

（注）１．谷口義晴氏は、日セラ興産株式会社の代表取締役社長を兼務し、当社
と建物の賃借取引があります。

２．その他候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第３号議案 監査役１名選任の件

監査役久留飛 精敏は、本総会終結の時をもって任期満了

となります。つきましては、監査役１名の選任をお願いする

ものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ており

ます。

監査役候補者は、次のとおりであります。

所有する当社
株式の数

略歴、重要な兼職の状況ならびに当社に
おける地位および担当

氏 名
（生年月日）

－

平成14年３月 当社入社
平成14年５月 昆山日セラ電子器材有限会

社公司駐在
財務、総務、法務、購買を
担当

平成18年９月 当社総務部課長代理
平成20年３月 当社監査役（現任）

久留飛精敏
く る び きよとし

（昭和47年１月24日生）

（注）監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第４号議案 役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給の件

当社は、役員報酬体系の見直しの一環として、平成23年7

月28日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度を平成

23年７月31日をもって廃止することを決定いたしました。

これに伴い、第２号議案を原案どおりにご承認いただいた

場合に重任される取締役４名並びに在任中の監査役３名及び

第３号議案を原案どおりにご承認いただいた場合に重任され

る監査役１名に対し、役員退職慰労金制度廃止までのそれぞ

れの在任期間に対応する退職慰労金を、当社所定の基準に従

い相当額の範囲内で、打切り支給いたしたいと存じます。

なお、支給の時期につきましては、各取締役及び各監査役

の退任時とし、その退職慰労金の具体的金額、支給の方法な

どは、取締役につきましては取締役会に、監査役につきまし

ては監査役の協議に、それぞれご一任願いたいと存じます。

打切り支給の対象となる取締役４名及び監査役４名の略歴

は、次のとおりであります。

略 歴氏 名

昭和50年６月 当社設立
代表取締役社長

平成18年３月 当社取締役会長兼務
谷口 義晴
たにぐち よしはる

平成14年３月 当社取締役
平成18年３月 当社専務取締役
平成21年３月 当社代表取締役就任

谷口 真一
たにぐち しんいち

平成13年３月 当社取締役
平成22年３月 当社常務取締役広富 一隆

ひろとみ かずたか

平成３年３月 当社取締役
平成８年12月 当社常務取締役
平成11年１月 当社取締役
平成22年３月 当社取締役

中川 健二
なかがわ けん じ

平成２年１月 当社監査役山根 治
やま ね おさむ

平成11年３月 当社監査役手石 幸洋
て いし ゆきひろ

平成15年３月 当社監査役中尾修治郎
なか お しゅう じ ろう

平成20年３月 当社監査役久留飛精敏
く る び きよとし
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第５号議案 取締役に対するストックオプションとしての報

酬額及び内容に関する承認の件

当社の取締役の報酬額は、平成3年3月28日開催の第16期

定時株主総会において、年額160百万円以内（ただし、使用

人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）とする旨ご承認い

ただき今日に至っておりますが、当該取締役の報酬額とは別

枠で、取締役に対する報酬として年額50百万円の範囲でス

トックオプションとして新株予約権を発行することにつき、

ご承認をお願いするものであります。ストックオプションと

しての報酬額は、新株予約権の割当日において算定した新株

予約権１個あたりの公正価額に、割り当てる新株予約権の総

数を乗じて得た額となります。

なお、第２号議案（取締役５名選任の件）が原案どおり可

決されますと、割当の対象者となる取締役は５名となります。

１．ストックオプションとして新株予約権を発行する理由

業績向上に対する意欲や士気を高めるとともに当社の企

業価値を向上させることを目的として、取締役に対してス

トックオプションとしての新株予約権を発行するものです。

２．取締役に対するストックオプションとしての新株予約権

の具体的な内容

（１）新株予約権の総数並びに目的である株式の種類及び数

①新株予約権の総数

各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内の

日に割り当てる新株予約権の上限個数は1,500個とす

る。

②新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式

とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数

（以下「付与株式数」という。）は100株とする。

なお、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」

という。）後、当社が普通株式につき、株式分割（当

社普通株式の無償割当を含む。）または株式併合を行う

場合には、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権

のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目

的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生

じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。
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調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、当社が合併を行う場

合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場

合、その他株式の数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、合理的な範囲で当社は必要と認

める株式の数の調整を行う。

（２）新株予約権と引換えに払込む金銭

新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないことと

する。払込みを要しないことは、有利発行に該当しない。

（３）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、

新株予約権の行使により交付を受けることができる株式

１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に

付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権の割当日の属する月の前月の

各日（取引が成立しない日を除く。）の大阪証券取引所

における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に

1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）、または、

新株予約権の割当日の終値（当日に終値がない場合は、

それに先立つ直近日の終値）のいずれか高い金額とする。

なお、新株予約権の割当日後に以下の事由が生じた場

合は、行使価額をそれぞれ調整する。

①当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行う

場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

②当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株を

発行または自己株式の処分を行う場合は（会社法第

194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡

請求）に基づく自己株式の売渡し、新株予約権の行使

を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発

調整後

行使価額
＝ 調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

調整後
行使価額＝

調整前
行使価額

＋

即発行株式数＋新規発行株式数

新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たりの時価

即発行

株式数
×
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行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分株式数」に、「１株当たり払込金額」

を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。

③当社が合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合

には、必要かつ合理的な範囲で行使価額を調整するも

のとする。

（４）新株予約権を行使することができる期間

新株予約権の付与決議の日後２年を経過した日から当

該付与決議の日後10年を経過する日までの範囲で、当社

取締役会で定める期間とする。

（５） 新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の承認を要するものとする。

（６）新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」

という。）は、新株予約権の行使時において、当社の

取締役、執行役員または従業員であることを要する。

ただし、取締役が任期満了により退任した場合、執行

役員もしくは従業員が定年で退職した場合、その他正

当な理由がある場合は、この限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使

できないものとする。

③その他権利行使の条件（上記①に関する詳細も含む。）

は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

（７）その他新株予約権の内容

新株予約権に関するその他の内容については、新株予

約権の募集要項を決定する取締役会において定めること

とする。

〈ご参考〉

本議案による当社取締役に対するストックオプションとし

ての新株予約権の割当に併せ、当社執行役員及び重要な使用

人に対しても、上記内容のストックオプションとしての新株

予約権を当社取締役会の決議により付与する予定です。

以 上
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株主総会会場ご案内図

会場 鳥取県鳥取市若葉台南7丁目1番1号

地方独立行政法人 鳥取県産業技術センター

企画管理棟３階大会議室

電話 0857（38）6200

◇交通アクセス
・鳥取空港よりタクシー35分（約3,500円）
・JR鳥取駅よりタクシー15分（約2,000円）
・JR鳥取駅よりバス25分
（津ノ井ニュータウン若葉台線 若葉台南6丁目バス停前）
（若桜線 若葉台南6丁目バス停前又は津ノ井ニュータウン
入口下車）

（約400円）

※なお、駐車場のご準備は致しておりませんのであしからず
ご了承下さいますようお願い申し上げます。


